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子育て支援施設：保育所・幼稚園・こども園 

 

（１）現状の建物実態 

  子育て支援施設は、28 施設中 23 施設が旧耐震基準の建物であり全体の約 79％を占めている。 

    そのうち、2009 年度時点で 12 施設 1 万 2,403 ㎡（38％）については、未だ耐震安全性確保が 

      できていない状況である。 

 子育て支援施設については、「習志野市こども園整備と既存市立幼稚園・保育所の再編計画 第

１期計画」(平成 21 年 8 月)において、2014 年 4 月までに杉の子こども園、袖ヶ浦こども園の２

園が新たに整備される計画となっている 
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（出典：習志野市統計書） 

（２）幼稚園・保育所園児数の状況 

 幼稚園･保育所を合わせた市全体の 0歳～5歳の園児数は、1988年度（Ｓ63年度）3,083人から 1995

年度（Ｈ7年度）2,161人まで減少している。その後は増加傾向に転じ 2008年度（Ｈ20年度）時点で

は 2,861人と、1995 年度から約 1.3倍増加している。 

 幼稚園の園児数は 1980年度（Ｓ55年度）2,572人から 1995年度 1,176人まで 1980年度の約 46％

まで減少した。その後横ばいに転じ、2008年度時点では 1,286人と 1980年度の約 50％まで減少

している。 

 保育所の園児数は 1988年度 1,027人から 1992 年度（Ｈ4年度）まで横ばい傾向だったが、その後

増加傾向に転じ、2001年度（Ｈ13年度）に幼稚園園児数を上回った。2008年度時点では 1,575人

となり、1988年度の約 1.5倍となっている。 

 １園当りの園児数では、定員との関係もあるが、幼稚園は 1980年度で 186人が 2008年度で 86人

と 100人減少した。 

 幼稚園の今後の園児数は、2012年度（Ｈ24年度）に 1,229人と、今後さらに減少すると予測されて

いる。 

 

図 幼稚園・保育所園児数の推移 
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※ 園児数に市外受託園児数は含まない 



3 
 

（３）課題 

 

 

 

  

子育て支援施設（幼稚園・保育所・こども園）

課 題 改善の方向性

施設面

利用面

運営面

コスト面

・

・

・

2014年3月時点で、施設整備が未着手施設17施設の内7園については、早急

な耐震安全性確保が必要である。
また、老朽化の進行が著しく建替え又は大規模改修等が必要な施設が10園

ある。
幼稚園14園は、全施設が小学校に隣接して整備されている。中でも、5園は
小学校と合築、4園は同一敷地内に別棟で整備されている。

・

・

2009年度、幼稚園は全施設で定員割れ、保育所は13園中6園で定員オーバー

となっている。
同一地区内でも、定員割れの施設、定員オーバーの施設が近接している所
がある。

・幼稚園14園、保育所13園、こども園1園が、直営である。

小学校と合築又は別棟で整備されている幼稚園は、給食調理室を共用化し
たり、季節の行事で交流を図るなどを行っている。

・
・
・

幼稚園14園のトータルコストは、6.4億円、うち人件費は4.6億円（72％）
保育所13園のトータルコストは、20.3億円、うち人件費は16.8億円（83％）
こども園1園のトータルコストは、2.5億円、うち人件費は1.8億円（73％）

いずれも人件費中心のコスト構成となっている。

残り7園の早急

な耐震安全性確
保が必要である

全 体

未着手施設
17園の老朽化

対応が必要

運営方式の見
直し・

・

2014年3月末時点で施設整備等未着手の17施設について、早急な方針を

立てる必要がある。
学校施設と合築又は別棟で整備されている幼稚園については、今後の施設
のあり方等を検討する必要がある。

■今後の計画

1 こども園構想（2003年6月）

既存の14幼稚園、13保育所を再編し、市内に7つのこども園を整備して地域の子育て支援の

拠点にする。

この計画案について、反対の方の主な理由としては以下の点が挙げられている。

・

・

2 こども園整備と既存市立幼稚園・保育所再編計画第1期計画（2009年8月）

2014年度までに、新たにこども園2園整備、
2幼稚園・2保育所を民営化、2幼稚園を廃止
する計画となっている。

・

袖ヶ浦東幼稚園
袖ヶ浦西幼稚園

幼稚園廃止

若松保育所
袖ヶ浦第二保育所

保育所

実花幼稚園
つくし幼稚園

幼稚園民営化

杉の子こども園
袖ヶ浦こども園

こども園整備

袖ヶ浦東幼稚園
袖ヶ浦西幼稚園

幼稚園廃止

若松保育所
袖ヶ浦第二保育所

保育所

実花幼稚園
つくし幼稚園

幼稚園民営化

杉の子こども園
袖ヶ浦こども園

こども園整備

3 施設の耐震化・改修等の対応

大久保保育所 ：2008年度実施済み
（リース・解体）

谷津保育所 ：2010年度実施予定（建替え）

・

・

小学校と併設し
ている幼稚園の
再構築

・こども園7園に集約化されれば家からの距離が遠くなる

・大規模化することで、安全面・衛生面・保育面に不安がある

・残りの幼稚園や保育所を民営化するのは反対（若い先生が多くなり入れ替わりも多くなるため）

・保育所の数が減るのは反対 等
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 小学校・中学校 

（１）現状の建物実態 

 市立小・中学校は、23校、延べ 16万 5,179㎡で、そのうち、新耐震基準の学校は谷津南小学校

１校である。その他 22校は旧耐震基準の学校で、延べ 15万 8,577㎡ある。これらの学校に対し

耐震診断を行い、2004年度（Ｈ16年度）より「学校施設整備計画」において耐震化を図ってき

た。2008年度現在、今後耐震化が必要な建物は 18校、9万 7,724㎡ある。これらについては、

2016年度（Ｈ28年度）中に耐震安全性の確保ができる予定である。 

 直近の新設校は、谷津南小学校で 1986年度（Ｓ61年度）から 20年以上建替え・新設を行ってい

ない。 

 築 30年以上経過している学校は 19校 13万 6,641㎡（82％）であり、老朽化が進行していると

思われる。今後これらの学校施設について、耐震安全性確保とともに大規模改修等が必要になる。

最も古い津田沼小学校は 2008年（Ｈ20）時点で築 50年以上経過しており、建替えを進めている。 

 耐震化完了予定の 2016年度（Ｈ28年度）までに、学校施設の整備として耐震化とあわせて大規

模改修を実施する予定である。 

図 築年別整備状況（2008 年度時点） 
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今後建替計画有り

旧耐震基準（1981年以前）
22校 15万8,577㎡

新耐震基準
1校 6,602㎡

2016年度までに18校
（9.8万㎡）の
安全性確保が必要

建替え予定
（津田沼小）

一番新しい新設校
（谷津南小）

築40年以上
6.3万㎡
38％

築30～39年
7.3万㎡
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（２）児童生徒数の推移及び余裕教室状況 

 

 児童生徒数は、2008 年度時点で約 1.3 万人、ピーク時の 62％まで減少しており、今後の将来予

測では、2010 年度をピークに減少予測となっている。 

 各学校の保有教室数と学級数の差を余裕教室とすると、余裕教室数は少ない学校で 1 学級～、多

い学校では 17学級～19学級ある。10学級以上余裕教室を保有している学校は、23校中 12校と、

半数以上の学校が 10 学級以上の余裕教室を保有している状況となっている。 

 

図 児童生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 学校別余裕教室状況（2007 年 5 月時点）
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（３）課題 

 

 

 

 

  

小・中学校

課 題 改善の方向性

施設面

利用面

運営面

コスト面

・

・

・

学校施設整備計画が終了する2017年3月時点では、建替えの津田沼小学校

を除くと一番新しい学校でも築31年を経過し、23校中22校の老朽化した学校

が残る。（旧耐震基準の学校施設21校）

学校施設整備計画では、建替え（津田沼小）と耐震安全性確保のほかに、外

壁や屋上防水改修等を22校全校で実施するが、新たな学習指導方法や多様

なニーズに対応するための各諸室の機能向上やスペース導入等の対応は

未対応であり、今後教育施設としての向上が必要になる。

建替え計画中の津田沼小学校では、従前は延床面積6,902㎡であったが

建替え後は約8,700㎡と、面積が1.3倍拡大する予定になっている。また、

スペース構成では、ランチルーム、PTAボランティア室、職員休憩室等が新た

に設置され、音楽室等の特別教室や学童、ランチルーム、体育館、プールなど

は地域交流室として開放が前提になっている。

・

・

児童生徒数は、2008年度時点で約1.3万人、ピーク時の62％まで減尐してお

り、今後の将来予測では、2010年度をピークに減尐予測となっている。

各学校の保有教室数と学級数の差を余裕教室とすると、余裕教室数は尐ない

学校で1学級～、多い学校では17学級～19学級保有している。10学級以上

余裕教室を保有している学校は23校中12校と、半数以上の学校が10学級

以上の余裕教室を保有しており、有効活用が必要である。

・教育目的外（学校開校時間外）の使用については、学校教職員の負担となら

ないよう運営・維持管理等の工夫を行い、施設の有効活用を積極的に実施し、

厳しい財政状況下での財源確保を検討する必要がある。

・

・

平成18年度決算では、教育費は64.4億円（歳出の約15％）で、その内施設

関連経費は8.4億円である。施設関連経費のうち、2006年度は安全対策費

3.0億円、外壁補修費0.7億円、老朽箇所修繕費0.9億円である。

2016年度までに、建替え1校と残りの耐震安全性確保を92.5億円で完了させる。

（＝学校施設整備計画）

耐震安全性確
保以降、老朽化
した学校施設22

校への対応が
必要

全 体

教育環境・生活
環境の向上を図
る必要がある

学校施設を「資
産」と位置づけ
積極的に有効
活用する

・

・

今後の児童生徒数の減尐を考えると、「地域の活動拠点」として学校施設を

有効活用する必要がある。

教育施設としての充実を図りつつ、適切な管理運営に配慮しながら、学校機能

に加え地域対応機能との共用化を進める。

■今後の計画

1 学校施設整備計画（2004年－2016年）【耐震改修計画】

３７．６ 億円２２ 校
外壁・屋上防水等修繕・
トイレ改修等 （※①）

２３ 校

２１ 校

１ 校

９２．５ 億円合 計

２６．１ 億円耐震補強工事

２８．８ 億円建替え（津田沼小学校）

３７．６ 億円２２ 校
外壁・屋上防水等修繕・
トイレ改修等 （※①）

２３ 校

２１ 校

１ 校

９２．５ 億円合 計

２６．１ 億円耐震補強工事

２８．８ 億円建替え（津田沼小学校）

※①
（新耐震基準の谷津南小も含む）
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 生涯学習施設：公民館・コミュニティセンター・ゆうゆう館・図書館 

（１）現状の建物実態 

 公民館・図書館等の地域対応施設は、複合施設・単独施設合わせて 12 建物ある。その内、7 建物

が旧耐震基準の建物で、7 建物中 4 建物は耐震安全性確保が未実施であるため早急な対応が必要

である。 

 一番新しい施設でも築 13 年が経過しており、今後更新時期を迎える。 
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（㎡）

旧耐震基準
7建物 6,504㎡（約48％）

耐震安全性確保が
できていない施設
→ 4建物 3,884㎡

耐震安全性確保が
できていない施設
→ 4建物 3,884㎡

築43年

【2009年時点】

築13年

大
久
保
公
民
館
・市
民
会
館

ゆ
う
ゆ
う
館

菊
田
公
民
館

屋
敷
公

実
花
公
民
館

大
久
保
図
書
館

袖
ヶ
浦
公
民
館

谷
津
公
民
館

東
習
志
野
Ｃ
Ｃ
・図
書
館
・連
絡
所
・
Ｈ
Ｓ

新
習
志
野
公
民
館
・図
書
館
・連
絡
所

藤
崎
図
書
館
・分
遣
所

谷
津
Ｃ
Ｃ
・図
書
館
・Ｈ
Ｓ

※ＣＣ ＝ コミュニティセンター
※ＨＳ ＝ ヘルスステーション

※袖ヶ浦公民館は新耐震基準で設計

・東習志野CC・

ﾍﾙｽｽﾃｰｼｮﾝ・図書館・

東部連絡所

・袖ヶ浦公民館

■谷津公民館

（1982年築）

（1981年築）

（1982年築）

■大久保公民館・市民会館

■ゆうゆう館

■菊田公民館

■屋敷公民館

（1966年築）

（1968年築）

（1971年築）

（1977年築）

■大久保図書館

・実花公民館

（1980年築）

（1979年築）

●早急な耐震安全性確保が必要

●老朽化に伴う“建替え”又は

“大規模改修”が必要評

価

該
当
施
設

パターン ①

＜４施設＞

＜３施設＞

●老朽化に伴う“大規模改修”

が必要

パターン ③

耐震性 老朽化

＜２施設＞

●老朽化と機能の低下に伴う

“建替え”又は“大規模改修”

が必要

パターン② 老朽化

老朽化

■：バリアフリー対応が必要な施設

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

・谷津CC・

ﾍﾙｽｽﾃｰｼｮﾝ・図書館

・藤崎図書館・

消防分遣所

・新習志野公民館・

図書館・西部連絡所

（1996年築）

（1993年築）

（1992年築）

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

（築30年以上）
0

1

2

3

構造安全性

老朽化

状況

維持管理

機能改善

(機能面)

機能改善

(環境面)

＜３施設＞

問題なし

パターン ④

評

価

該
当
施
設

４施設は、早急な

耐震安全性確保が必要である。

老朽化と機能低下が進行している

残り２施設について、

建替え又は大規模改修等を

実施する必要がある。

①

②
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（２）スペース構成及び利用実態 

 

 12 建物のうち 5 建物は複合施設であるが、用途ごとの機能連携等はなく、単一目的で整備されて

いる。また、各用途ごとにスペース構成・規模をみると、公民館は会議・集会機能が中心でホー

ル機能や体育機能など保有しておらず、図書館は開架書庫が中心であるなど、保有機能が不足し

ており規模が狭いというのが現状である。 

 スペース構成から、公民館とコミュニティセンター・ゆうゆう館は同じ会議・集会機能を保有し

ており、同一用途の施設が市内に 10 施設あることが分かる。一方、利用状況をみると全施設と

もにサークル利用が中心で同じ利用のされ方をしており、また規模の小さい公民館は特に利用状

況が悪い。 

図 12 建物スペース構成 

 

 

 

 

 

 

お話し室

図書館976㎡（52％） 12％）
会議・研修 多目的室 調理 幼児 事務

保存書庫
開架書庫 その他共用部

事務室

図書館

保存書庫

図書館878㎡（55％） 消防署727㎡（45％）

公民館1,492㎡

調理

展示室

公民館1,132㎡
和室 事務

公民館
調理 幼児

公民館
多目的室 調理

図書館
学習室

多目的室 調理

図書館411㎡（28％）

連絡所
20㎡

ヘルス
ステーション

多目的室 調理 その他共用部 開架書庫

保存書庫

コミュニティセンター1,020㎡ （70％）

公民館

公民館
その他共用部その他共用部

公民館
調理

０ ２００ ４００ ６００ ８００ １，０００ １，２００ １，４００ １，６００ １，８００ ２，０００
（㎡）

ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ778㎡（42％） 図書館 976㎡（52％） 110㎡

図書館 828㎡

図書館 878㎡（55％） 消防署 727㎡（45％）

公民館 1,492㎡

公民館 1,132㎡（65％）

公民館 1,023㎡

公民館 1,063㎡（58％） 図書館 697㎡（38％）

生涯学習地区センターゆうゆう館

図書館 410㎡コミュニティセンター 1,010㎡（70％）

公民館 350㎡

公民館 581㎡

公民館 1,211㎡

谷津ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ・
図書館ﾍﾙｽｽﾃｰｼｮﾝ

東習志野ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ・
図書館・ﾍﾙｽｽﾃｰｼｮﾝ・
連絡所

大久保図書館

藤崎図書館・
消防分遣所

菊田公民館

大久保公民館・
市民会館

屋敷公民館

実花公民館

袖ヶ浦公民館

谷津公民館

新習志野公民館
・図書館・連絡所

生涯学習地区
センターゆうゆう館

（赤字：複合化した建物）

１，８６５㎡

１，４６７㎡

８２８㎡

１，６０５㎡

１，４９２㎡

２，００７㎡
３５０㎡

５８１㎡

１，２１１㎡

１，０２３㎡

１，８３１㎡

９１１㎡

保存書庫

開架書庫

お話し室

その他共用部

開架書庫

お話し室

その他共用部

会議・研修

幼児

その他共用部

会議・研修 調理 その他共用部
市民会館 875㎡

会議

会議・研修

会議・研修 その他共用部

その他共用部会議・研修

会議・研修 その他共用部 開架書庫

ヘルスステーション

会議・研修 その他共用部

61㎡

連絡所

１１

２２

１１

２２

３３

４４

５５

６６

７７

１１

２２

３３

４４

５５

１１

２２

１１

２２

会議・集会機能
→市内に10施設

会議・集会機能
→市内に10施設

 公民館、コミュニティセンター、ゆうゆう館は、会議・集会機能が中心のスペース構成
 公民館は、他の自治体が保有しているようなホール機能・体育機能がなく、施設機能面で

の充実が求められる。
 図書館は、開架書庫が中心で閲覧席等滞在スペースが不足している。
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図 公民館稼働率（2006年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 図書館貸出冊数等利用実態（2006 年度） 

 

 

 

 

 

谷津コミュニティセンター

谷津公民館

② 菊田公民館

③ 袖ヶ浦公民館

④ 新習志野公民館

⑤ 大久保公民館

屋敷公民館

生涯学習地区センター
ゆうゆう館

東習志野コミュニティセンター

実花公民館

①

⑥

⑦

２，０００ ４，０００ ６，０００ ８，０００ １０，０００ １２，０００

５５％
3,910件

63,602人

４９％
4.701件

65,074人

５５％
4,472件

79,828人

５７％
5,312件

82,131人

1,279件

16,431人
２７％

1,709件

30,529人
２９％

５１％
4,775件

76,531人

５１％
4,764件

85,296人

３９％
4,098件

67,406人

３７％
4,697件

67,935人

7,152コマ

官庁利用

489件
34件

9,536コマ
736件

384件

8,176コマ
412件

59件

9,344コマ
399件

871件

4,672コマ
239件

1件

5,840コマ
323件

89件

9,344コマ
441件

89件

9,344コマ
602件

53件

10,512コマ
287件

26件

12,672コマ
219件

122件

５１％５１％

３５％３５％

４２％４２％

同一中学校区
２施設合せた
稼働率

同一中学校区
２施設合せた
稼働率

同一中学校区
２施設合せた
稼働率

（件）

施設全体の年間利用件数
施設全体の年間利用者数

主催事業
利用件数

地域の集会・会議
利用件数

一般利用件数

平均稼働率

４６％

主催事業主催事業

サークル利用サークル利用

 公民館の平均稼働率は46％である。
 施設規模の小さい屋敷公民館、実花公民館は利用状況が低い。
 会議・集会機能は、全部で10施設あり、同一地域に近接しているため、利用率が低くなっていると考えられる。

0

20

40

60

80

100

大久保
図書館

東習志野
図書館

新習志野
図書館

藤崎
図書館

谷津
図書館

3.0 件 1.2 件 2.3 件 0.7 件 2.0 件

9.0 件 4.1 件 8.3 件 2.5 件 7.6 件

4.0万件／年
（14％）

1.6万件／年
（12％）

2.8万件／年
（12％）

1.5万件／年
（14％）

2.7万件／年
（13％）

1,868件／年 251件／年 1,669件／年 415件／年 1,475件／年

おはなし会 89回／年 30回／年 25回／年 54回／年 38回／年

講　座 7回／年 7回／年 7回／年 7回／年 9回／年
主催事業
開催回数

レファレンス相談件数

１人当り年間貸出冊数
（年間貸出冊数÷対象人口）

１人当り年間貸出回数
（年間貸出者数÷対象人口）

リクエスト件数
（貸出件数に対する割合）

（千人）

貸出冊数

市全体

93.9万冊

１館当り平均
669 冊

１
日
当
り

18.8万冊

１館当り平均

年
間
利
用
状
況

27.7万人
3.4冊3.4冊

5.5万人

貸出冊数

貸出者数

198 人

貸出冊数

貸出者数

27.9万冊

9.4万人
3.0冊3.0冊

11.7万冊

3.6万人
3.3冊3.3冊

22.5万冊

6.3万人
3.6冊3.6冊

10.7万冊

3.1万人
3.5冊3.5冊

21.0万冊

5.4万人
3.9冊3.9冊

貸出者数

1人当りの

貸出冊数1人当りの
貸出冊数

 年間貸出冊数は、5館合わせて約94万冊、市民1人当たり6冊/年で、利用状況は高くない。
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（３）課題 

 

 

 

 

  

12建物（地域対応施設）

課 題 改善の方向性

公民館・コミュニティセンター・ゆうゆう館

施設面

利用面

運営面

コスト面

・

・

・

・

・

・

耐震安全性確保が未実施でかつ建替え又は大規模改修時期を迎えている

施設が10建物中4建物（菊田公民館、大久保公民館、屋敷公民館、ゆうゆう

館）ある。

その他、建替え・大規模改修時期を迎えている施設が1建物（実花公民館）

ある。

10建物中5建物（半分）が建物の安全性、老朽化状況に問題がある。

公民館としてのスペース構成をみると、集会室等の会議・集会機能のみで、

他の自治体の公民館が保有しているようなホール機能・体育機能はなく、

施設機能面で見劣りがする。

公民館・コミュニティセンター・ゆうゆう館は会議・集会機能が中心のスペース

構成となっており、名称は異なっても同じ機能を保有している。従って、市内

に会議・集会機能は合計10施設あることになる。

1館当たりの対象人口は、平均1.6万人である。

・

・

・

公民館の平均稼働率は46％であるが、中でも施設規模が狭い屋敷公民館

27％、実花公民館29％と利用状況が低い。

耐震安全性確保が未実施で、老朽化しており、なおかつ利用率が悪い施設は

3施設（ゆうゆう館、屋敷公民館、実花公民館）ある。

会議・集会機能は、全部で10施設あり、同一地域に近接して配置されている

ため、利用率が悪くなっていると考えられる。

・ 公民館は直営であるが、コミュニティセンターとゆうゆう館の3館は指定管理

者制度による管理で、運営面が工夫されている。公民館については、運営の

工夫が必要である。

・

・

公民館のトータルコストは、1館当たり約4,300万円で、他の自治体の公民館

は6,000万円～1億1,000万円かかっているのに比べ、トータルコストは低い。

利用1件当たりのコストで比較すると、習志野市の公民館は11,400円/件で、

他の自治体4,700円～6,600円/件に比べ割高になっている。

コストはかけて
いないが“割高”
の現状を見直す

安全性確保及
び大規模改修
が必要な5建物

への対応

全 体

各施設の機能を
見直し、機能向
上により施設の
充実を図る

運営の効率化を
図る

機能面のレベル
アップ
集約化等により
運営面の工夫

・ 各施設の機能を向上させるとともに、集約化等による運営面の工夫が必要

である。
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利用面

運営面

・

・

年間貸出冊数は5館合わせて約94万冊、市民1人当たりでは6冊/年であり、

利用状況は高くない。

現状では施設規模が小さいため、新たなスペース（滞在スペース、調査研究

スペース等）を付加したり蔵書数を増加するなどサービス向上を図るのが難

しく、今後利用を増やす事は難しい。

・ 運営時間は、大久保図書館は木曜日、その他4館は土曜日が19時までだが、

通常は17時までと開館時間が短い。

全 体

建替え・大規模
改修等老朽化
等への対応が
必要

図書館機能の
向上（スペース
充実・蔵書数拡
大等）が必要

運営時間の拡
大を含め図書館
サービスの向上
が必要

施設面 ・

・

・

・

建替え、大規模改修時期を迎えている施設が1施設（大久保図書館）ある。

蔵書数は1館当たり平均約7万冊で、他自治体の地域図書館1館当たり蔵書

数約12万冊と比較して尐ない。これは1館当たりの施設規模が約758㎡で

あり、他自治体地域図書館平均規模の半分程度しかないことも影響している。

スペース構成は、開架書庫が中心で閲覧席等滞在スペースがほとんどない。

老朽化への対応が必要な施設が2施設（大久保図書館・東習志野図書館）

ある。

12建物（地域対応施設）

機能・サービス
の向上
集約化等により
運営面の工夫

課 題 改善の方向性

図書館

コスト面 ・

・

地域図書館1館当たりの年間トータルコストは約4,700万円で、他自治体

の地域図書館は1億5,000万円かかっているのに比べて、コストがかかって

いない。

図書購入費は、1館当たり約530万円と尐ない。

課 題 改善の方向性

12建物（地域対応施設）

施設面 ・

・

耐震安全性確保が未実施でかつ建替え又は大規模改修時期を迎えている

施設が12建物中4建物（菊田公民館、大久保公民館、屋敷公民館、ゆうゆう

館）ある。

その他、建替え・大規模改修時期を迎えている施設が2建物（大久保図書館

実花公民館）あり、12建物中6建物（半分）は早急な対応が必要である。

各施設とも小規模でスペースが不足している等機能低下しており、そのため

利用率の低下につながっていると考えられる。

利用面 ・ 単一目的で整備されており、複合化している施設も、利用実態をみると単独

機能での利用しかされていない。

集約化等により
機能・サービス
の向上が必要

・ “図書館”機能の向上、サービス向上を図るとともに、集約化等により運営面

の工夫も必要である。


